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１　不動産関係事犯の検挙状況

平成25年中における不動産関係事犯の検挙
状況（犯罪統計）は、検挙件数80件、検挙人
員102人であり、前年より件数は12件、人員
は16人、それぞれ増加した。法令別では、宅
地建物取引業法違反が40件38人、建設業法違
反が17件32人、建築基準法違反が11件12人で
あった。

２　宅地建物取引業法違反の検挙状況

宅地建物取引業法違反の検挙状況は、検挙
件数40件、検挙人員38人※ であり、前年よ
り件数は10件増加し、人員は１人減少した。

不動産関係事犯全体に占める割合は、件数
は約50.0％、人員は約37.3％であった。

３　暴力団員の関与状況

不動産関係事犯のうち暴力団員が関与した
事件の検挙状況は、検挙件数24件、検挙人員
31人であり、前年より件数は１件、人員は６
人、それぞれ減少した。不動産関係事犯全体
に占める割合は、件数は約30.0％、人員は約
30.4％であり、前年より件数は6.8ポイント、
人員は12.6ポイント、それぞれ減少した。

４　主な検挙事例

不動産業者は、平成24年６月頃から25年５
月頃にかけて、道知事の免許を受けていない

のに、宅地・建物売買等の媒介を行うととも
に、売買の手付金名下に、現金120万円をだ
まし取った。また、建物賃貸を媒介した際、
建物所有者名義の使用承諾書を偽造して借主
に手交して行使した。25年９月までに、１法
人１人を宅地建物取引業法違反（無免許事業
等の禁止)､ 詐欺罪及び有印私文書偽造・同
行使罪で検挙した（北海道）。

５　おわりに

警察では、監督行政庁による行政対応を踏
まえ、悪質、重大な事犯に対して厳正に対処
する。

※　 １人の被疑者が、宅地建物取引業法とそ
の他の法令に違反した場合、検挙人員は
当該その他の法令違反に計上されること
がある。
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